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『環境調和型ロジスティクス調査概要(環境調和型ロジスティクス推進マニュアル)』の構成 

 

 

本調査概要（マニュアル）は、ロジスティクス分野における環境負荷低減に向けた取組（以

下、環境調和型ロジスティクスの取組と呼ぶ）を推進するためのツールとして、2003 年度環

境調和型ロジスティクス調査の結果をもとに作成されたものです。ロジスティクスに関わる、

荷主企業や物流事業者、企業内の経営者層、ロジスティクス管理者・スタッフ、現場担当者

等、すべての方々が、容易に活用できるよう配慮して作成されています。 

内容は、『第Ⅰ部 チェックリスト編』、『第Ⅱ部 環境パフォーマンス算定編』から構成さ

れています。 

 

 

【第Ⅰ部 チェックリスト編】 

企業の環境報告書や社会的責任報告書などに記載されている、環境調和型ロジスティ

クスの取組事例を収集・整理し、111 事例のチェック項目を設定しています。これらを

チェックすることで、現況把握あるいは事後評価を行うことができます。 

 

 

【第Ⅱ部 環境パフォーマンス算定編】 

現在、ロジスティクス分野における環境パフォーマンスを算定する企業は増えていま

すが、各企業が様々な方法（環境負荷の種類の選定、算定対象範囲の設定、算定式・排

出係数など）で算定しているため、算定結果の検証は容易ではなく、異なる企業間の相

互比較も難しい状況です。また、算定方法がわからないために、環境パフォーマンスの

算定を行っていない企業も存在しています。 

本調査概要（マニュアル）では、ロジスティクス分野における環境負荷量の標準的な

算定方法をまとめています。特に、ロジスティクス分野では、荷主企業が物流事業者へ

物流業務を委託していることが多いため、両者が連携して算定できるように配慮して作

成されています。 
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2003 年度 

環境調和型ロジスティクス調査 概要 

（環境調和型ロジスティクス推進マニュアル） 

 

 

第Ⅰ部 

 

 

チェックリスト 編 

 

 

 



 

チェックリストの記入の手引き 

 

 

１．対象期間 

環境会計、環境報告書作成等との関連から、１年間を対象期間とし、環境調和型ロ

ジスティクスの取組状況をチェックしてください。 

 

２．対象範囲 

ロジスティクス分野では、荷主企業が物流事業者へ物流業務を委託していることが

多いため、対象範囲は、自社の環境調和型ロジスティクスの取組が影響を与える全範

囲を対象としてチェックしてください。 

 

３．記入手順 

 

① 記入日、記入者、対象範囲を記入してください。 

 

② 自社が属する業種での取り組み状況を参考に、チェック欄の□を塗りつ

ぶす、あるいはチェックを順につけてください（チェック欄は、「実施中」、

「今後実施」、「検討中」、「実施しない」、「該当しない」、「わからない」

の６段階でチェックを行うことができます）。 

 

③ 記載されていない環境調和型ロジスティクスの取組を行っている場合は、

「その他」欄に記入し、取り組み状況をチェックしてください。 

 

④ 環境パフォーマンスを算定している場合、環境パフォーマンス算定状況

欄の□を塗りつぶす、あるいはチェックをつけてください。 

 

⑤ 上記のチェック結果を考慮して、「Ａ：積極的に取り組んでいる」、「Ｂ：

さらに取り組みが必要」、「Ｃ：取り組んでいない」、「Ｄ：該当しない」

の４段階で、自社の取り組み状況の評価を、記入欄へ記入してください。 

 

 

 

 

 

-   - 3



 

 

 

 

 

2003 年度 

環境調和型ロジスティクス調査 概要 
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第Ⅱ部 

 

 

環境パフォーマンス算定 編 

 

 

 

 



 

環境パフォーマンスの算定について 
１  

 

 

 

 

１．環境負荷定量化の現状 

現在、多くの企業がロジスティクス活動に伴う環境負荷の定量化を進めています。

しかし、定量化の対象となる環境負荷の種類や算定対象範囲、算定式や排出係数等、

様々な方法が混在しているため、算定結果の検証は容易でなく、異なる企業間の相互

比較も難しい状況です。また、算定方法がわからないために、環境負荷の定量化を行

っていない企業も存在しています。 

 

２．環境負荷定量化の意義 

社会の責任ある一員として、企業が環境負荷低減に取り組むことが様々な場面で求

められています。 

環境負荷低減に取り組むためには、まず自らの環境負荷の状況を把握し、環境負荷

削減の必要性と削減の対象を発見し、それに対する策を立案し、実行し、結果を確認

するというプロセスが重要であると考えます。このような取組を進めて行くために必

要となるのが、環境負荷の状況や、取組効果の把握であり、これらを定量的に把握す

ることが重要となります。 

 

３．算定手法標準化の意義 

今後、このような取組を推進していくためには、企業のロジスティクス活動に伴う

環境負荷の現状を評価し、取引の際の条件としても考慮していく等の積極的な対応が

望まれます。このため多くの企業によって、ロジスティクスに関する環境負荷が算定

されるとともに算定結果については容易に理解されるように、算定手法の標準化を進

めることが必要です。 

また、特に輸配送や保管などのロジスティクス活動は、荷主が物流事業者に委託し

ているケースが多く、自社の活動を評価するだけでは環境負荷の実態を反映できない

場合が多くなっています。このような状況下にありながら、ロジスティクス活動を外

部の企業に委託した場合の算定手法が確立されておらず、この面からも、算定手法を

標準化することが重要となります。 
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４．環境負荷の標準的算定手法及びそれによる算定結果の活用法 

環境負荷の標準的な算定手法や、それによって算定された結果の活用法として、以

下のようなものが考えられます。 

 

１）企業としての用途 

・ 標準的算定手法に基づく算定結果を環境報告書に記載する。 

・ 環境管理システム構築（ISO14001 認証取得等）に際して、標準的算定手法

に従った環境パフォーマンス指標を管理指標とする。 

・ 標準的算定手法利用の有無、また、それによる算定結果を、事業者の比較・

評価や取引の際の参考指標とする（荷主企業が物流事業者に対して用いる、

あるいは、元請の物流事業者が再委託先の物流事業者に対して用いる等）。 

 

２）企業間連携の取組における用途 

・ 標準的算定手法によって算定されたデータを収集し、ロジスティクス分野

としての自主取組の考案、政府への要望・意見作成等、ロジスティクス分

野としての提言活動のための根拠資料とする。 
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２ 
環境パフォーマンス指標の種類 

 

 

 

 

 

環境パフォーマンス指標は、図表２－１に示すように、①環境負荷総量、②環境負

荷削減量、③環境効率化指標、④環境統合化指標の４つが考えられます。 

ここでは、①環境負荷総量および②環境負荷削減量について、考え方や具体的な算

定式を記載しています（③環境効率化指標および④環境統合化指標については、考え

方を参考として記載しています）。 

 

 

 

図表２－１ 環境パフォーマンス指標の種類 

 

 

環境負荷総量 環境負荷削減量

環境効率化指標

環境統合化指標

・取組の効果把握

・取組前の総量－取組後の総量

・環境面での効率性の把握

・環境負荷総量と経営指標等との比較

・総合的な環境負荷総量の把握

・環境負荷総量の統合化

・環境負荷の大きさの現状把握

・個別の要素(CO2等）毎に定量化

 
 

-   - 17



 

１．環境負荷総量 

環境負荷総量とは、企業のロジスティクス活動によって発生した環境負荷の絶対量

を意味します。この環境負荷総量は、物流量の増減、環境負荷を低減させるための削

減活動（環境調和型ロジスティクスの取組の実施）等、すべての影響を反映した結果

として表れます。この環境負荷総量（絶対量）を経年的に捉えることによって、環境

負荷総量（絶対量）が与える影響を評価することができます（詳細につきましては、

24 頁以降をご覧ください）。 

 

 

２．環境負荷削減量 

環境負荷削減量は、環境負荷を低減させるための削減活動（環境調和型ロジスティ

クスの取組の実施）による結果と、その取組がなかった仮想的な場合の結果とを比較

して、その差分を削減量として算定するものです。 

これは、ある年の環境負荷総量とそれ以前の年（前年又は基準年等）の環境負荷総

量の差分として求められる量（差分）とは考え方が異なります（図表２－２参照）。詳

細につきましては、42 頁以降をご覧ください。 

 

図表２－２ CO2排出削減量の考え方 

2003年度 2004年度

CO2排出量（総量）

CO2排出削減量
　（経年変化）

2004年度

CO2排出量

2004年度

CO2排出量

導入なし 導入後

CO2排出量

CO2排出削減量
　（低公害車両の導入効果）

低公害車両を導入しなかった場合の
想定ＣＯ２排出量

低公害車両導入後の
CO2排出量

低公害車両の導入によるCO2排出削減量

◆削減の影響要因（例）

　・物流量の減少

　・積載率の向上
　・低公害車両の導入
　・アイドリングストップ

取組例

経年変化によるCO2排出削減量
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３．環境効率化指標 

環境効率化指標とは、企業の事業規模やロジスティクス活動の規模等を考慮して、

効率性を表した指標です。この環境効率化指標は、以下の２つが考えられます（詳細

につきましては、56 頁～57 頁の「参考１」をご覧ください）。 

 

①環境負荷量とロジスティクス活動の規模（輸配送量等）とを組み合わせた指標 

一般に「原単位」とも呼ばれており、活動実績を評価するための管理指標とし

て用いることができます。 

 

例） CO2排出量(トン) ÷ 輸配送量(トン) 

 

②環境負荷量と経営指標（売上高等）とを組み合わせた指標 

経営判断に利用するための経営管理指標の１つと言えます。 

 

例） CO2排出量(トン) ÷ 売上高(円) 

 

 

４．環境統合化指標 

環境統合化指標とは、複数の種類の環境負荷量に重み付けを行った上で足しあわせ

た指標です。算定手順は、①環境負荷の定量化（投入・排出量の集計）、②環境負荷の

カテゴリー分け・特性化、③重み付けによる統合化と、段階的に統合化を行うのが一

般的となっています（詳細につきましては、58 頁～59 頁の「参考２」をご覧ください）。 

 

地球温暖化

オゾン層破壊

酸性雨

・・・

指標値

C02

NOx

SOx

CH4

HFCs

・・・

×2.5

×100

×10

環境負荷の定量化
統合評価対象への統合化
（カテゴリー分け・特性化）

重み付け・統合化
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３ 
算定のための各種設定 

 

 

 

 

 

１．環境負荷項目の設定 

本概要（マニュアル）では、環境負荷項目として、CO2と包装資材を対象とし、①CO2

排出量、②包装資材使用量、③包装資材廃棄量の算定方法を記載しています（これら

の環境負荷項目に加え、資源の消費を表す指標であるとともに CO2 排出量の算定の際

に使用される、燃料使用量や電気使用量についても、可能な場合は算定してください）。 

 

 

２．ロジスティクス活動分野の設定 

ロジスティクス活動分野として、①輸配送活動と、②物流拠点における活動（包装、

荷役、保管、流通加工等）を対象としています。これらの活動に伴う環境負荷量の算

定を対象としています。 

 

 

３．地理的範囲の設定 

算定範囲は、日本国内におけるロジスティクス活動を対象としています。 

海外での活動に伴う環境負荷や国際輸配送にともなう環境負荷を算定対象に含める

場合は、海外分、国際輸配送分を、国内分とは分けて記載してください。 

 

 

４．対象期間の設定 

環境会計、環境報告書作成、第Ⅰ部のチェックリストの記入等との関連から、対象

期間は１年間（年度、暦年等）とし、その期間を明示してください。 
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５．主体間の連携について 

ロジスティクス分野では、荷主企業が物流事業者へ、物流事業者が他の物流事業者

へ、業務を委託していることが多いため、環境負荷量を算定する際には、これらの主

体間の連携が必要となります。 

 

１） 荷主 

荷主の場合、自社のロジスティクス活動に伴う環境負荷量と、委託業者のロジ

スティクス活動に伴う環境負荷量のうち、荷主としてコストを負担している範囲

を算定の対象とする立場に立っています。このため、受託業者（物流事業者）か

ら必要なデータを入手し、算定を行う必要があります。 

 

２） 物流事業者 

物流事業者の場合、以下の２つの立場を併せもちます。 

 

①荷主から業務委託を受ける受託業者の立場 

②他の物流事業者に再委託を行う場合の荷主の立場 

 

受託業者としては、自らの車両や施設による環境負荷量を算定し、それを荷主

に報告することが求められます。さらに、再委託を行う立場としては、再委託先

の車両や施設による環境負荷量を算定するのに必要なデータを入手し、算定を行

う必要があります。なお、①の立場で、荷主に報告する環境負荷量には、再委託

の場合の環境負荷量も含めて報告してください。 

 

 

① 環境負荷量は、基本的に、その環境負荷を発生させているロジスティク

ス活動の実施者が算定してください。 

② 荷主企業が物流業務を委託している場合は、荷主として自らがコストを

負担している範囲のロジスティクス活動（委託業者のロジスティクス活

動）によって発生する環境負荷量を算定してください。荷主企業は委託

分として、委託業者は自社分として、それぞれの環境負荷量としてくだ

さい。 

③ 同様に、物流事業者が、他の物流事業者に物流業務を再委託している場

合も、自らがコストを負担している範囲のロジスティクス活動によって

発生する環境負荷量を算定してください。委託した物流事業者は委託分

として、委託された受託業者は自社分として、それぞれの環境負荷量と

してください。荷主に報告する環境負荷量には、再委託の場合の環境負

荷量も含めて報告してください。 
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６．ダブルカウントの考え方について 

環境負荷を発生させている活動の実施者（荷主及び物流事業者）が、それぞれ環境

負荷量を算定するのに加え、委託業者分を含めて算定すれば、荷主と物流事業者での

ダブルカウントが発生します（図表３－１参照）。 

しかし、これは同じ環境負荷量を、荷主から見た場合は『間接環境負荷量』として

算定した結果であり、物流事業者から見た場合は『直接環境負荷量』として算定した

結果となります。同様に、物流事業者間で委託関係がある場合には、委託元の物流事

業者から見ると間接環境負荷量であり、委託先の物流事業者から見ると直接環境負荷

量となります。 

荷主がダブルカウントになりうる物流事業者分を明示すること、あるいは、委託元

の物流事業者が委託業者分を明示することにより、ダブルカウント部分が明確となり

ます。これにより、サプライチェーン上の複数企業全体の環境負荷量を算定した場合

でも、重複分を除いて算定することができるようになります。 

 

 

図表３－１ 環境負荷量のダブルカウントの概念図 （輸配送の場合） 

荷主

物流事業者（利用運送）

物流事業者（実運送）

間接環境負荷量

直接
環境負荷量

直接環境負荷量

荷主と物流事業者（利用運送）の間の
ダブルカウント

物流事業者（利用運送）と
物流事業者（実運送）の間の
ダブルカウント

間接環境負荷量

直接
環境負荷量
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７．按分方法について 

荷主企業が、ロジスティクス業務を委託している場合、環境負荷量を算定するにあ

たり、その委託先（主に物流事業者）から、データを提供してもらうことが必須とな

ります。しかし、委託先の多くは複数の荷主のロジスティクス業務を担当している場

合が多く、委託元へ環境負荷量に関するデータを提供する際に、委託元ごとに按分す

ることが必要となります（図表３－２参照）。 

輸配送活動の場合は、物流量（トンキロ、トン）や輸配送料金による按分が、物流

拠点の場合は、面積、物流量、容積、料金による按分が例として考えられます。按分

する際には、委託元の複数の荷主に対し、一貫した方法で按分を行い、データと按分

方法を報告してください。なお、荷主側から見た場合、複数の物流事業者から異なる

方法で按分されたデータを受ける可能性も考えられます。荷主側から見た場合にも一

貫した方法を採用することが理想ですが、これが難しい場合には、複数の按分方法を

採用していることを注記してください。 

 

図表３－２ 按分方法について（輸配送における CO2排出量の場合） 

荷主Ａ
の
荷物

荷主Ｂ
の
荷物

荷主Ｂ
の
荷物

荷主Ｃ
の
荷物

CO2
排出量

CO2
排出量

荷主Ａの
CO2
排出量

荷主Ｂの
CO2
排出量

荷主Ｂの
CO2
排出量

荷主Ｃの
CO2
排出量

物流事業者Ａ 物流事業者Ｂ

按分方法

輸送量　（トンキロ）
輸送量　（トン）
輸送料金　（円）　　　　　

荷主Ａ 荷主Ｂ 荷主Ｃ

按分方法

輸送量　（トンキロ）
輸送量　（トン）
輸送料金　（円）　　　　　

 

 

物流事業者は、多数の荷主（発荷主、着荷主）の荷物を扱っているため、荷主

ごとに算定結果を按分する際に、非常に大きな労力を要します。よって、環境負

荷量算定のために要する労力を軽減するための簡易的算定手法の確立が必要とな

ります。しかし、簡易的算定手法では、算定結果の精度が低くなるという課題も

あります。そのため、上記で例示した按分方法の実用性向上に向けての検討が進

められています。 
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４ 
環境負荷総量の算定 

 

 

 

 

 

輸配送における環境負荷総量の算定方法 

 

 

１．算定対象 

輸配送における環境負荷量は、CO2 排出量を対象とします。CO2 排出量を算定するに

あたり、その他の環境負荷量（燃料使用量）のデータを使用しますので、可能な限り

算定してください。 

 なお、物流事業者が荷主へ算定結果を報告する場合は、回送は含まず、荷主の荷物

を輸配送した分のみを対象としてください。 

 

２．算定式 

CO2排出量を算定するためには、以下の算定式のいずれかを使用してください。 

算定式①は、燃料使用量に CO2排出係数を乗じることによって CO2排出量を算定しま

す。CO2排出量のみならず、その他の環境負荷量（燃料使用量）も把握できるため、こ

の算定式①を使用することを推奨します。 

 

 

 

算定式①  ： 燃料使用量から CO2排出量を算定する。 

 

算定式②  ： 輸配送量（トンキロ）から CO2排出量を算定する。 

 

算定式③（参考）  ： 走行距離から CO2排出量を算定する。 

 

算定式④（参考）  ： 輸配送料金から CO2排出量を算定する。 
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2.1 燃料使用量から CO2排出量を算定する（算定式①） 

燃料使用量から CO2 排出量を算定するための算定式は、図表４－１のとおりです。

データの収集・作成については、30 頁以降をご覧ください。 

 

 

 図表４－１ CO2排出量算定式（燃料使用量 ⇒ CO2排出量） 

 

 

 

CO2 排出係数 

No. 燃料・電気の種類 単位
①単位発熱量

 
②排出係数
(kgCO2/MJ)

③CO2排出係数 
(①×②) 

1 ガソリン ㍑ 34.6 MJ/㍑ 0.0671 2.32 kgCO2/㍑ 

2 軽油 ㍑ 38.2 MJ/㍑ 0.0687 2.62 kgCO2/㍑ 

3 A 重油 ㍑ 39.1 MJ/㍑ 0.0693 2.71 kgCO2/㍑ 

4 B 重油 ㍑ 40.4 MJ/㍑ 0.0705 2.85 kgCO2/㍑ 

5 C 重油 ㍑ 41.7 MJ/㍑ 0.0716 2.99 kgCO2/㍑ 

6 液化石油ガス(LPG) kg 50.2 MJ/kg 0.0598 3.00 kgCO2/kg 

7 ジェット燃料油 ㍑ 36.7 MJ/㍑ 0.0671 2.46 kgCO2/㍑ 

8 灯油 ㍑ 36.7 MJ/㍑ 0.0679 2.49 kgCO2/㍑ 

9 都市ガス Nm3 41.1 MJ/Nm3 0.0513 2.11 kgCO2/Nm
3 

燃料購入量
（㍑）

燃料使用量
（㍑）

CO2排出係数
（kg-CO2/㍑）

×
CO
2
排出量
(kg-CO2)

＝

燃料購入量
（㍑）

期初の燃料在庫量
（㍑）

期末の燃料在庫量
（㍑）

＋ －

走行距離
（km）

燃費
(km/㍑)

÷

*データ収集・作成については、30頁参照
*燃料がＬＰＧの場合　　　　：㍑　→　kg
*燃料が都市ガスの場合　 ：㍑　→　Nm3

注：排出係数は毎年変化するため最新のデータを利用してください。 

出典）環境省『事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン(試案 ver1.4)』 

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/santeiho/guide/index.html 
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2.2 輸配送量（トンキロ）から CO2排出量を算定する（算定式②） 

算定式②は、輸配送量（トンキロ）に CO2排出原単位を乗じることによって CO2排出

量を算定します（図表４－２参照）。荷主企業は、物流事業者に業務委託をしているこ

とが多く、輸配送用燃料を自らが直接購入していないため、燃料使用量を把握するこ

とが困難であり、かつ、物流事業者から燃料使用量のデータを入手できないことが考

えられます。この場合には、算定式②を算定式①の代替手法として使用してください。

データの収集・作成については、30 頁以降をご覧ください。 

ここで、CO2排出原単位は、図表４－２に示す原単位を使用してください。なお、CO2

原単位は毎年変化するため、最新のデータを利用してください。 

 

図表４－２ CO2排出量算定式（輸配送量 ⇒ CO2排出量）  

  

 

CO2 排出原単位（平成 12 年度） 

輸配送機関 
CO2排出原単位 

(kg-CO2/トンキロ) 

営業用普通貨物車 0.178 

営業用小型車 0.819 

営業用軽自動車 1.933 

内航船舶 0.040 

鉄道 0.021 

国内航空 1.483 

輸送重量
(ﾄﾝ : t)

輸送距離
(ｷﾛﾒｰﾄﾙ : km)

×

輸送量
（トンキロ）

CO
2
排出原単位

(kg-CO2 / トンキロ)
CO
2
排出量
(kg-CO2 )

＝ ×

*データ収集・作成については、30頁参照

注：普通車は積載量 3,000kg 以上 

出典）国土交通省『平成 14 年度版国土交通白書』 

 

 

 

また、図表４－２に示す CO2 排出原単位を使用する算定よりも、詳細に算定するた

めには、各物流事業者の輸配送実態を踏まえて、CO2排出原単位を車種毎に設定するこ

とも可能です。例として、荷主Ｃが委託している物流事業者Ａは４ｔ車と 10t 車を使

用し、物流事業者Ｂは 10t 車とトレーラーを使用している場合における、荷主Ｃの 10t

車の CO2排出原単位（ZZ）の設定方法を示しています。 
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CO2排出原単位の設定方法の例 

トレーラー

１０トン車

Ａ１　(kg-CO2/トンキロ)

Ｂ２　(kg-CO2/トンキロ)

荷主Ｃ　　CO2排出原単位標準値物流事業者Ａ　　Ｘトンキロ

物流事業者Ｂ　　Ｙトンキロ

４トン車

１０トン車

Ａ１　(kg-CO2/トンキロ)

Ａ２　(kg-CO2/トンキロ)

Ｂ３　(kg-CO2/トンキロ)

１０トン車 ＺＺ　(kg-CO2/トンキロ)

４トン車

トレーラーＢ３　(kg-CO2/トンキロ)

Ａ２　×　 Ｘ　＋　Ｂ２　×　 Ｙ

Ｘ　＋　 Ｙ
ＺＺ　＝

Ａ２　×　 Ｘ　＋　Ｂ２　×　 Ｙ

Ｘ　＋　 Ｙ
ＺＺ　＝

 

 

 

【補遺】 

輸配送量（トンキロ）から CO2 排出量を算定する場合、以下のような問題もあり

ます。 

仮に、10 トンの荷物を、拠点Ａから拠点Ｂまでの 100km の区間を、営業用普通貨

物車で運ぶ場合を想定します。５トンの荷物を２台で運んだ場合（取組前）と、１

台で運んだ場合（取組後）で、それぞれ CO2 排出量を算定すると、共に 178kg-CO2

となり、同じ数値になります。つまり、積載率を向上させ、走行するトラック台数

を削減した場合の効果が数値として表れてきません。 

一方、営業用普通貨物車から鉄道や船舶へのモードを変えた場合（モーダルシフ

ト）には、CO2排出原単位が変わるため、取組効果が数値として表れます。 

 

 

図表４－３ 輸配送量（トンキロ）から CO2排出量を算定する場合の問題点 

 

５トン

５トン ５トン

拠点Ｂ拠点Ｂ 拠点Ａ拠点Ａ
100km

【取組前】

5（トン）　×　100（ｋｍ）　×　0.178（ｋｇ－ＣＯ２ / トンキロ）　×2（台）　＝　178（ｋｇ－ＣＯ２）

【取組後】

10（トン）　×　100（ｋｍ）　×　0.178（ｋｇ－ＣＯ２ / トンキロ）　×1（台）　＝　178（ｋｇ－ＣＯ２）

５トン

営業用普通貨物車

営業用普通貨物車 営業用普通貨物車
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（参考）走行距離から CO2排出量を算定する（算定式③） 

 

走行距離に CO2排出原単位を乗じることによって CO2排出量を算定することも可

能です。算定式①、算定式②を使用することができない場合に、代替手法として

使用してください。 

 

車種 
CO2排出原単位 

(kg/km) 

20ｔトラック (軽油) 1.180 

15ｔトラック (軽油) 0.962 

11ｔトラック (軽油) 0.812 

10ｔトラック (軽油) 0.742 

４ｔトラック (軽油) 0.472 

４ｔごみトラック (軽油) 0.519 

２ｔトラック (軽油) 0.323 

２ｔトラック (ガソリン) 0.367 

 

＊ 出典：プラスチック製品の使用量増加が地球環境に及ぼす影響評価報告書【改訂版】 

平成５年７月 社団法人プラスチック処理促進協会 
＊この算定方法は、燃料使用量を使用する方法（算定式①）と類似しています。 

CO2排出量 ＝ 走行距離(km)×排出係数(kg-CO2/km) 

＝ 走行距離(km)×排出係数（kg-CO2/l）÷燃費（km/l） 

＝ 走行距離(km)÷燃費（km/l）×排出係数（kg-CO2/l） →算定式① 

＝ 燃料使用量（l）×排出係数（kg-CO2/l）       →算定式① 

 

 

 

 

（参考）輸配送料金から CO2排出量を算定する（算定式④） 

 

輸配送料金に CO2排出原単位を乗じることによって CO2排出量を算定することも

可能です。算定式①、算定式②、算定式③を使用することができない場合に、代

替手法として使用してください。 

 

 

＊ この場合の CO2 排出原単位には、国立環境研究所「産業連関表による環境負荷原単位データ

ブック」によるものが参考として挙げられます。 

 

輸送料金
（円）

CO
2
排出原単位
(kg-CO2 / 円)

CO
2
排出量
(kg-CO2 )

＝ ×

走行距離
（km）

CO2排出原単位
(kg-CO2 / km)

CO2排出量
(kg-CO2 )

＝ ×
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３．データ収集と算定について 

想定される CO2排出量の算定手順は、図表４－４のとおりです（24 頁で示した算定

式①、算定式②を対象としています）。 

 

図表４－４ 輸配送における環境負荷量の算定手順 

荷主分
CO２
排出量

CO２排出量燃料使用量

トンキロ

　総重量 　

按分

按分

×排出係数

×排出係数

×排出係数

×排出原単位

×燃料使用原単位

CO２
排出量

荷主分
燃料
使用量

燃料
使用量

容積
ケース
個数
金額

荷主

物流事業者

換算

燃費

実運送距離（詳細）

拠点間距離（簡易）

実運送距離（詳細）

燃費総輸送距離

複数荷主が
共同利用
（混載便）

複数荷主が
共同利用
（混載便）

　荷主が　　
単独利用
（専用便）

　荷主が　　
単独利用
（専用便）
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１）データの収集・作成方法 

データの収集方法は、採用する算定方法と入手可能なデータの種類に応じて設

定してください。その際、採用した収集方法を必ず明示してください。また、荷

主の場合は、物流事業者からデータ（CO2排出量、燃料使用量等）の提供を受けら

れる場合は、その数値を使用してください。 

 

 

①燃料使用量 

燃料使用量の算定は、全ての燃料の購入伝票を可能な限り収集し、燃料購

入量に等しいとして算定してください（電気使用量の場合も同様です）。 

また、常に外部の給油所を利用している他に、燃料タンク（給油所）を自

社で所有している場合には、在庫量が大きくなるため、燃料使用量の算定に

当たっては、在庫変動も考慮することが望ましく、この場合は、燃料使用量

を次の算定式を使用してください。 

 

 

 

燃料使用量を把握できない場合は、代替手法として、走行距離と燃料消費

原

 

 

車種 
燃料消費原単位 

燃料使用量
（㍑、,kg、Nm3）

＝
燃料購入量
（㍑、,kg、Nm3）

期初の燃料在庫量
（㍑、,kg、Nm3）

期末の燃料在庫量
（㍑、,kg、Nm3）

＋ －

 

単位（燃費）を使用して、燃料使用量を推定することができます。 

(km) (km/㍑)（㍑）
＝ ÷

燃料使用量 燃料消費原単位（燃費）走行距離

 

(km/㍑) 

2.2 

15ｔトラック (軽油) 2.7 

11ｔトラック (軽油) 3.2 

10ｔトラック (軽油) 3.5 

４ｔトラック (軽油) 5.5 

４ｔごみトラック (軽油) 5.0 

２ｔトラック (軽油) 8.0 

２ｔトラック (ガソリン) 6.0 

20ｔトラック (軽油) 

 

＊ 出典：プラスチック製品の使用量増加が地球環境に及ぼす影響評価報告書【改訂版】 

平成５年７月 社団法人プラスチック処理促進協会 
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②走行距離 

走行距離は、自社の車両の場合には回送等も含めた全ての走行距離を、委

託している場合は、自社の荷物を輸配送した距離を対象としてください（物

流事業者が荷主へ算定結果を報告する場合は、回送は含まず、荷主の荷物を

輸配送した分のみを対象としてください）。 

物流事業者は運転日報を毎日作成しており、実走行距離を把握することが

可能です。実運送距離が把握できない場合、精度は落ちますが、拠点間距離

（例えば、各都道府県の県庁所在地間距離）で代用することも可能です。 

 

③燃費 

燃費は、車両の年式、サイズ、エンジンの種類、走行環境（高速道路走行

と市街地走行）等により大幅に異なっています。このため、個々の車両ごと

に燃費の管理をしている場合には、その燃費データを使用してください。 

車両ごとに燃費データを把握することが難しい場合には、使用している代

表的な車種をいくつかに分類し、その分類ごとにサンプルとなる車両を選定

し、燃費を計測し、その燃費を他の車両にも使用してください。 

また、上表の燃料消費原単位を使用することも可能です。 

 

④輸配送量（トンキロ） 

輸配送量（トンキロ）は、重量に距離を乗じることにより算定できます。 

距離については、②走行距離の考え方に基づき算定してください。 

重量につきましては、実重量を使用してください。なお、容積、個数・ケ

ース数、金額等で物流量を把握している場合は、重量（トン）に換算してく

ださい。 
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２）混載の場合の按分方法 

物流事業者が複数の荷主の荷物を混載して輸配送を行っている場合、輸配送に

伴う CO2 排出量には、そのすべての荷主が関わっていることになります。そのた

め、各荷主の CO2 排出量を算定するには、荷主ごとに按分することが必要となり

ます。以下では、物流量（トンキロ、トン）や輸配送料金による按分方法を示し

ています。しかし、これらの方法はあくまでも例示であるため、今後、さらなる

検討が必要となります。 

 

①物流量（トンキロ）による按分 

CO2排出量は輸送量と輸配送距離と密接な関係があるため、輸配送量と輸配

送距離の双方を考慮したトンキロを使用して按分してください。 

 

②物流量（トン）による按分 

CO2 排出量を決める輸配送台数や輸配送回数に最も影響する量を用いて按

分することを考えると、指標としては、重量（トン）が考えられます。物流

量をすべて容積(m3)、ケース数等の共通の単位で把握している場合には、こ

れらを重量（トン）に変えてその単位で按分することになります。 

 
注） 集配送の場合を想定すると、重量（トン）は荷物の積卸しを行うたびに変動

します。正確な CO2 排出量を算定するためには、荷物の積卸しに応じて輸配送

区間を細分化し、かつ、その区間毎に重量（トン）を把握する必要があり、輸

配送区間別に重量（トン）で按分を行うことが理想ではありますが、現状では、

先進的な取組を進める事業者向きの方法と言えます。 

 

③その他（輸配送料金による按分） 

物流量（トンキロ、トン）で按分ができない場合の簡易手法として、輸配

送料金で按分することも可能です。 

 

 

４．まとめと公表について 

算定結果は、自社の輸配送活動に伴う CO2 排出量と、委託業者の輸配送活動に伴う

CO2排出量に分けて取りまとめてください。活動主体ごとに取りまとめることによって、

自社単独で削減のための取組が進められる部分と、委託先と連携して取り組むべき部

分を明確にすることができます。 

 

自社分 CO2排出量 委託分 CO2排出量 CO2排出量合計 
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物流拠点における環境負荷総量の算定方法 

 

１．算定対象 

物流センター、倉庫、工場の荷捌き場、店舗の荷捌き場等の物流拠点における、保

管、包装、荷役、流通加工等の活動により発生する CO2排出量を対象とします。 

なお、CO2排出量を算定するにあたり、その他の環境負荷量（電気使用量、燃料使用

量）のデータを使用しますので、可能な限り算定してください。燃料使用量は、自家

発電やフォークリフト等による燃料使用量が無視できない場合が対象となります。 

 

２．算定式 

CO2排出量を算定するための算定式は、図表４－６のとおりです。排出係数について

は、毎年変化するため最新のデータを利用することを推奨します。なお、データの収

集・作成については、34 頁～35 頁をご覧ください。 

 

図表４－６ CO2排出量算定式（電気使用量、燃料使用量 ⇒ CO2排出量） 

  

CO2 排出係数 

No. 燃料・電気の種類 単位
①単位発熱量

 

②排出係数
(kgCO2/MJ)

③CO2排出係数 
(①×②) 

1 電気(一般電気事業者) kWh - - 0.378 kgCO2/kWh 

2 電気(その他の電気事業者) kWh - - 0.602 kgCO2/kWh 

3 ガソリン ㍑ 34.6 MJ/㍑ 0.0671 2.32   kgCO2/㍑ 

4 軽油 ㍑ 38.2 MJ/㍑ 0.0687 2.62  kgCO2/㍑ 

5 A 重油 ㍑ 39.1 MJ/㍑ 0.0693 2.71  kgCO2/㍑ 

6 都市ガス Nm3 41.1 MJ/Nm3 0.0513 2.11  kgCO2/Nm
3 

電気購入量
(kWh)

CO2排出量
(kg-CO2)

燃料購入量
（㍑）

期初の燃料在庫量
（㍑）

期末の燃料在庫量
（㍑）

＋ －

電気使用量
(kWh)

×＝
CO
2
排出係数
(kg-CO2/kWh)

燃料使用量
(㍑)

×＝
CO
2
排出係数
(kg-CO2/㍑)

*データ収集・作成については、34頁～35頁参照

注：排出係数は毎年変化するため最新のデータを利用してください。 

出典）環境省『事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガイドライン(試案 ver1.4)』 

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/santeiho/guide/index.html 
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３．算定の手順 

想定される CO2排出量の算定手順は、図表４－７のとおりです。 

 

図表４－７ 物流拠点における環境負荷量の算定手順 

荷主分

CO２
排出量

CO２排出量
電気使用量
燃料使用量

自社が所有している物流拠点

複数荷主が
共同利用

複数荷主が
共同利用

按分

　荷主が　　
単独利用

　荷主が　　
単独利用

按分

×排出係数

×排出係数

×排出係数

CO２
排出量

電気
使用量
・
燃料
使用量

荷主

物流事業者

CO２排出量
電気使用量
燃料使用量

荷主が借りている物流拠点
×排出係数

施設所有者（不動産会社等）

企業別に
把握している

企業別に
把握していない

荷主分

電気
使用量
・
燃料
使用量

 

１）データの収集・作成方法 

①電気使用量 

電気の使用量は、受領する伝票に記載された各月の電気使用量を集計して

ください。複数の電気事業者を利用している場合は、電気事業者ごとに集計

してください。 

荷主の場合は、物流事業者から按分された CO2 排出量のデータを収集する

か、按分された電気使用量のデータを収集し、CO2排出量を算定してください。

電気使用量のデータを得られない場合には、図表４－８の式に基づいて推計

することができます。 

 

②燃料購入量 

燃料の購入量は、購入伝票等に基づいて集計してください。 

荷主の場合は、物流事業者から按分された CO2 排出量のデータを収集する

か、按分された燃料購入量のデータを収集し、CO2排出量を算定してください。

燃料購入量のデータを得られない場合には、図表４－８の式に基づいて推計

することが可能です。 
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図表４－８ 電気使用量・燃料購入量の推計方法 

施設の
総電気使用量

施設の
総面積

÷
使用面積 面積当たり

電気使用量

電気使用量

＝ ×

物流量 物流量当たり
電気使用量

＝ ×
施設の
総電気使用量

施設の
総物流量

÷

施設の
総燃料購入量

施設の
総面積

÷
使用面積 面積当たり

燃料購入量

燃料購入量

＝ ×

物流量 物流量当たり
燃料購入量

＝ ×
施設の
総燃料購入量

施設の
総物流量

÷

 

２）物流拠点を複数の荷主が利用している場合の按分方法 

物流拠点を複数の荷主が利用している場合、環境負荷量を利用している荷主ご

とに按分する必要があります。図表４－９は、環境負荷量（CO2排出量、電気使用

量、燃料使用量）の按分方法を示しています。 

データの入手可能性と現状の事例の多さから、面積で按分する方法を推奨しま

す。ただし、物流拠点活動の形態やデータの把握可能性を踏まえ、物流量、容積、

料金で按分することも可能です。按分した際には、どの按分方法を使用したかを

明示してください。 

 

図表４－９ 物流拠点における電気使用量・燃料使用量の按分方法 

 

推奨手法  代替手法  

面積で按分 物流量で按分 容積で按分 料金で按分 

注：面積･･･荷主の荷物の荷役や保管に利用する荷捌き場・倉庫等の面積 

物流量･･･荷主の荷物の物流量（トン・m3） 

容積･･･荷主の荷物の保管に利用する倉庫の容積 

 

 

４．算定結果のまとめ方 

算定結果は、自社の物流拠点活動に伴う CO2 排出量と、委託業者の物流拠点活動に

伴う CO2 排出量に分けて取りまとめてください。活動主体ごとに取りまとめることに

よって、自社単独で削減のための取組が進められる部分と、委託先と連携して取り組

むべき部分を明確にすることができます。 

 

自社分 CO2排出量 委託分 CO2排出量 CO2排出量合計 
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包装資材使用量の算定方法 

 

 

１．算定対象 

通い箱、パレット、緩衝材等の輸配送活動のための包装資材の使用量を算定します。

製品の一部となる包装資材（びん、缶等）と区別して算定してください。区別するこ

とが難しい場合は、製品の一部となる包装資材も含んでいることを明示してください。 

 

２．算定式 

図表４－10 に示すように、包装資材を、種類別や素材別に分類し、種類別、素材別

の総使用量を算定してください。この場合、包装資材の種類によっては、集計の単位

は重量だけでなく、枚数や個数を用いることも考えられます。包装資材の分類や、集

計単位は、各企業が業務の実態にあわせて選定してください。種類別、素材別に分類

できない場合は、次善の策として、総使用量を重量で算定してください。 

 

 

図表４－10 包装資材の分類、算定単位の例 

 

 

その他 重量 

種
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包装資材の分類 算定単位 

紙 重量 

プラスチック 重量 

金属 重量 

木 重量 

 

合計 

 

 算定単位 

総使用量 重量 

素材別 

 

 

 

 

 

 

 

 

包装資材の分類 算定単位 

段ボール箱 重量又は枚数 

パレット 重量又は枚数 

通い箱 重量又は個数 

木箱 重量又は個数 

紙類 重量又は枚数 

発泡スチロール 重量、容積又は個数

フィルム 重量 

テープ類 重量又は個数 

類別 



 

包装資材使用量を算定するための算定式は、図表４－11 のとおりです。 

包装資材使用量は、ある算定対象期間（年度や暦年）に、ロジスティクス活動に新

しく投入された包装資材の総量としています。使い捨て包装資材の場合は、購入量と

在庫変動から使用量が把握できます。しかし、再使用可能な包装資材の場合は、一度

送り出された包装資材が返却されて在庫となる場合もあり、利用実態を把握すること

は難しいため、対象期間の購入量を使用量とみなします。なお、データの収集・作成

については、38 頁をご覧ください。 

 

図表４－11 包装資材使用量の算定式 

  

使い捨て包装資材   ：１度利用した後に廃棄される想定で購入される包装資材 

再使用可能な包装資材 ：２度以上利用することを想定して購入される包装資材 

 

使い捨て
包装資材
購入量

期初の
使い捨て包装資材
在庫量

期末の
使い捨て包装資材
在庫量

＋ －

使い捨て
包装資材
使用量

再使用可能な
包装資材
購入量

包装資材
使用量 ＋＝

*データ収集・作成については、38頁参照

 

また、物流事業者が荷主から包装資材を与えられている場合は、これらの包装資材

については物流事業者の包装資材の使用量に含めないでください（図表４－12 参照）。 

 

図表４－12 物流事業者から見た包装資材使用量の算定対象 

 

包装 

購入 

荷 主 

物流事業者 

荷主から包装資材を与えられて

作業を行っている場合 

包装 購入

荷 主

物流事業者

物流事業者が包装資材を購入し

て作業を行っている場合 

算定対象外 算定対象 

包装資材 
荷物 荷物

包装資材
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３．算定の手順 

想定される包装資材使用量の 表４－13 のとおりです。 

 

図表４－13 包装資材使用量の算定手順 

 

１）データの収集・作成方法 

包装資材の購入量は、購入伝票等を用いて算定してください。 

また、物流事業者が荷主より包装資材の支給を受けて包装を行う場合には、支

給品のリストをもとに荷主向けのデータを収集することが可能です。 

 

２）包装資材使用量の按分方法 

包装資材使用量の按分については、包装資材を使用する荷物の所有者（荷主）

に応じて個別に算定してください。包装資材を荷主ごとに区分できない場合には、

出荷物流量や出荷額に応じて按分してください。 

 

 

４．算定結果のまとめ方 

算定結果は、自社のロジスティクス活動に伴う包装資材使用量と、委託業者のロジ

スティクス活動に伴う包装資材使用量に分けて取りまとめてください。活動主体ごと

に取りまとめることによって、自社単独で削減のための取組が進められる部分と、委

託先と連携して取り組むべき部分を明確にすることができます。 

 

自社分包装資材使用量 委託分包装資材使用量 包装資材使用量合計 

算定手順は、図

 

 

 

 

 

 

包装資材使用量自社調達分

荷主

複数荷主が
共同利用

複数荷主が
共同利用

按分

　単独利用
　荷主が　　荷主が　
　単独利用

包装資材
使用量

物流事業者

企業別に
把握している

企業別に
把握していない

荷主分

包装資材
使用量
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包装資材廃棄量の算定方法 

 

 

１．算定対象

通い箱 ます。

製品の一部 するこ

とが難しい ださい。 

なお、廃棄 用後

の残渣等、

 

２．算定式 

図表４－1 、種類

別、素材別 ては、

集計の単位 資材の

分類や、集計単位は、各企業が業務の実態にあわせて選定してください。種類別、素

材別に分類できない場合は、次善の策として、総廃棄量を重量で算定してください。 

 

 

図表４－14 包装資材の分類、算定単位の例 

 

 

、パレット、緩衝材等の輸配送活動のための包装資材の廃棄量を算定し

となる包装資材（びん、缶等）と区別して算定してください。区別

場合は、製品の一部となる包装資材も含んでいることを明示してく

量とは、焼却または埋め立てられた量を対象としています（再生使

２次的に発生するものは考慮していません）。 

4 に示すように、包装資材を、種類別や素材別に分類できる場合は

の総廃棄量を算定してください。この場合、包装資材の種類によっ

は重量だけでなく、枚数や個数を用いることも考えられます。包装
 

 

 

 

その他 重量 

種
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包装資材の分類 算定単位 

合計 

 

 算定単位 

総廃棄量 重量 

紙 重量 

プラスチック 重量 

金属 重量 

木 重量 

 

素材別 

 

 

 

 

 

 

 

 

発泡スチロール 重量、容積又は個数

フィルム 重量 

テープ類 重量又は個数 

類別 

包装資材の分類 算定単位 

段ボール箱 重量又は枚数 

パレット 重量又は枚数 

通い箱 重量又は個数 

木箱 重量又は個数 

紙類 重量又は枚数 



 

包装資材廃棄量を算定するための算定式は、図表４－15 のとおりです（この算定式

は、環境省「エコアクション 21」における算定方法、すなわち、廃棄物発生量から再

資源化量を引くことで廃棄 しています）。なお、デ

タの収集・作成については、41 頁をご覧ください。 

 

図表４－15 包装資材廃棄量の算定式 
 

業者による包装資材の廃棄量を自社の廃棄量に委託先分として、必ず加算してくだ

い（図表４－16）。 

量を求めるという算定方法を参考に

ー

 

また、物流事業者が荷主の包装資材の廃棄を代行している場合には、物流事業者は

その包装資材の廃棄量を集計し自社の廃棄量の一部として別途注記してください。 

逆に、荷主が物流事業者に包装資材の廃棄を代行させている場合には、荷主は物流

*廃棄物発生量には、企業内で再使用した包装資材は含みません。

再使用

廃棄物発生量
包装資材の

使い捨て

廃棄物発生量
包装資材の ＋

再使用

廃棄物発生量
包装資材の

使い捨て

廃棄物発生量
包装資材の ＋

廃棄物
発生量

再資源化量包装資材
廃棄量

－＝

熱回収された
資源量

再生使用量
＋
熱回収された
資源量

再生使用量
＋

*データ収集・作成については、41頁参照

事

さ

図表４－16 廃棄物の算定範囲 

 

荷主Ａ
装資材廃棄量包

廃棄物廃棄

荷

Ｂ

主Ｂ
包装資材廃棄量

物流事業者
包装資材廃棄量

物

廃棄量(荷主Ａ代行分)廃棄量(荷主Ａ代行分)廃棄物（委託先廃棄分）廃棄物（委託先廃棄分）

　廃棄物　　廃棄物　

　廃棄量(物流事業者代行分)　　廃棄量(物流事業者代行分)　　廃棄量（委託先廃棄分）　　廃棄量（委託先廃棄分）　

荷主Ａ 荷主物流事業者

　包装資材(購入)　

製品

包装資材
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３

図表４－17 包装資材廃棄量の算定手順 

 

してくだ

さい。熱回 してください。 

２）包装資

）

に応じて個 は、

入荷物流量

 

算定結果は ロジ

スティクス ごと

に取りまと 、委

託先と連携

 

．算定の手順 

想定される包装資材廃棄量の算定手順は、図表４－17 のとおりです。 

 

包装資材廃棄量自社廃棄分

荷主

複数荷主が
共同利用

複数荷主が
共同利用

按分

荷主が
単独利用

荷主が
単独利用

包装資材
廃棄量

企業別に
把握している

企業別に
把握していない

荷主分

包装資材
廃棄量

物流事業者

１）データの収集・作成方法 

使い捨て包装資材廃棄量と再使用包装資材廃棄量は、各資材の利用記録と廃棄

記録から算定してください。再資源化量は、企業と処理業者が契約した内容に基

づいて算定し、処理方式が不明な場合は、再資源化されなかったとみな

収された資源 は 0 と

材廃棄量の按分方法 

包装資材廃棄量の按分については、包装資材を使用した荷物の所有者（荷主

量の算定は難しいため、不明な場合

 

別に算定してください。包装資材を荷主ごとに区分できない場合に

又は入荷額に応じて按分してください。 

４．算定結果のまとめ方 

、自社のロジスティクス活動に伴う包装資材廃棄量と、委託業者の

活動に伴う包装資材廃棄量に分けて取りまとめてください。活動主体

めることによって、自社単独で削減のための取組が進められる部分と

して取り組むべき部分を明確にすることができます。 

自社分包装資材廃棄量 委託分包装資材廃棄量 包装資材廃棄量合計 
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環境負荷削減量の算定 

 

 

 

 

5.1

ここでは、 ．環境

負荷総量の のため

の環境調和 係があ

り、さらに、 減につな

がるのか、

 

 

＊ 取組による削減効果は相互に関連しています。例えば、製品サイズの見直しと共

に積載率を向上させ、さらに、輸配送台キロを削減し燃料使用

量及び CO2 排出量等の削減に寄与します。また、同じ項目に複数の取組が影響す

る場合が多く、それぞれの取組がその項目に対して、どの程度影響を与えるのか

 

このような考え方のもとに、①輸配送、②物流拠点、③包装資材使用量、④包装資

材廃棄量における関係図を、図表５－２～図表５－５に示しています。

５  

 環境負荷削減のための取組と算定式の関係について 

第Ⅰ部で紹介した、環境調和型ロジスティクスの取組方策と、『４

算定』で紹介した、算定式の関係をまとめています。環境負荷低減

型ロジスティクスに取り組んだ場合、算定式のどの項目の改善に関

最終的に CO2 排出量や、包装資材使用量、包装資材廃棄量の削

その関係を示しています（図表５－１ 参照）。 

図表５－１ 算定式の項目と取組の関係（例） 

CO 排出量削減に向けた取組

同輸配送は、とも

把握することも大切です。しかし、削減効果を独立に把握することは、非常に難

しく、今後の課題といえます。 

燃料使用量 CO2排出係数×
CO2排出量 ＝ 低公害車両の導入

燃費総走行距離
（輸配送距離）

÷

区間距離 輸配送回数

立地戦略

×

輸配送計画の見直し

頻度・時間の適正化
整備・点検・安全管理
エコドライブ
施設設計・レイアウト

2
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×

＝

×

1

×　　 CO2排出係数　　　　＝
CO2排出量

×

1 燃

区間距離

総走行距離

× 総物流量（トン） 燃費

ンキロ）

物流量（トン）

低公害車両の導入

低公害車・クリーンエネルギー
自動車の導入（86）

低公害車両の導入

低公害車・クリーンエネルギー
自動車の導入（86）

※委託先の場合には輸送距離

＝

輸送回数

＝

燃料使用原単位

図表５－２ 輸配送における各種取組と CO2排出量算 の  

  

定式 関係

減減

包

ス

包

ス

の後の（） はチ ック

と

配

と

配

計

に

計

に

の

利
の
帰
変

資材削
サイズ

容積の変更

資材削
サイズ

容積の変更

情報化

ユニット

ペック

ユニット

ペック

取引基
イ セン
の誘導

ロ トの

化化

燃料使用量

最
拠
（7
受

適配送ルート経由（70）
点経由と直送使い分け
1）
取側への事前通知(72)

輸配送計画の見直し

立

／ 費

×

＝
＝

モー

道
舶

（2 ）
ム（ 0）

31）

正化

（2 ）
ム（ 0）

31）

正化

た設計 96）
計（ ）
置（ 03

た設計 96）
計（ ）
置（ 03

送（68）

直

送（68）

直

85)

入

ン ネ ギー

車の使用

入

ン ネ ギー

車の使用

管理

検（ 9）

管理

検（ 9）

環境意識の向上(1-17)

地戦略（35-37）

返品物流費の有償化（32）
仕入れ条件改善（33）
返品歩引き制導入（34）

返品・回収の最適化

包装資材の削減（20）

強度の変更

材質の変更（24）

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

返品物流費の有償化（32）
仕入れ条件改善（33）
返品歩引き制導入（34）

返品・回収の最適化

返品物流費の有償化（32）
仕入れ条件改善（33）
返品歩引き制導入（34）

返品・回収の最適化

包装資材の削減（20）

強度の変更

包装資材の削減（20）

強度の変更

材質の変更（24）

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

データコンテンツの標準

標準物流EDIの利用（41）
標準輸送ラベルの使用（42）

データコンテンツの標準

標準物流EDIの利用（41）
標準輸送ラベルの使用（42）

配送頻度 数の削
（28）

・納品回

の適

・納品回

の適

単位

上

型化

上

型化

頻度・時間 正化

配送頻度 数の削
（28）

頻度・時間 正化

装用機 標準化（44）器類の

イズ

器類の

イズ

施施

した
た製
した
た製

40）

ステ

の標

ステ

の標

（26
よる

ペック・サ の標準化

装用機 標準化（44）

ペック・サ の標準化

※取組名 内 ェ 項目のID番号

他企業 の積み合わせ輸送（45）

共同輸 送の実

他企業 の積み合わせ輸送（45）

輸配送 画の見直し

輸送量 応じた輸送計画（68)

輸配送 画の見直し

輸送量 応じた輸送計画（68)

積載率 向上

混載の 用（74）
配送品 混載、巡回配送（75）
納品車 り便の利用（76）
荷姿の 更(78)

共同輸 送の実

減を考慮 製品開発（21）
を考慮し 品開発（22）
減を考慮 製品開発（21）
を考慮し 品開発（22）

の推進（

ロードシ ム（43）

ス ・サイズ 準化

ロードシ ム（43）

ス ・サイズ 準化

準の設定 ）
ン ティブに 輸送単位拡大
（27）

ッ 適正化

積載率の向

トラックの大 ・トレーラ
（77）

積載率の向

トラックの大 ・トレーラ
（77）

総物流量（トン）

車両積載量 積載率

÷

×

＝

＝

輸送量

総輸送距離

輸送量（ト

輸 量の
ジ スト
貨 車待

頻 ・時

輸 量の
ジ スト
貨 車待

頻 ・時

車 の動
庫 レイ
バ

施 設計設 ・レイアウト

車 の動
庫 レイ
バ

施 設計設 ・レイアウト

早 夜間

輸 送計

早 夜間

輸 送計

エ ドラ

低 害車

低 害車
自 車の
冷 機能
(8

低 害車

低 害車
自 車の
冷 機能
(8

整 ・点

車両の整

整 ・点

車両の整

ダルシフトの推進★

鉄 の利用（38）
船 の利用（39）

送 平準化 9
ャ インタイ 3
物 機時間の短縮（

度 間の適

送 平準化 9
ャ インタイ 3
物 機時間の短縮（

朝 休日配

配 画の見 し

備 検・安全

備・点 7備・点 7

備 検・安全

公 両の導

公 ・クリー エ ル
動 導入（86）
凍 無停止冷凍
9)

公 ・クリー エ ル
動 導入（86）
凍 無停止冷凍
9)

公 両の導

コ イブ(81-

配 画の見 し

朝 休日配

両 線を考慮し （
内 アウトの設 97
ドライ ー控室の設 1 ）

両 線を考慮し （
内 アウトの設 97
ドライ ー控室の設 1 ）

度 間の適

 



 

図表５－３ 物流拠点における各種取組と C 2排出量算定式の関係O  

 
向

×燃料・電気使用量 CO2排出CO2排出係数 ＝

×

環境意識の 上(1-17)

：容積の変更

製品開発(22)

：容積の変更

製品開発(22)

物流量（トン） 物流量当たり燃料・電気使用量

＝

×使用面積 面積当たり燃料・電気使用量

＝

機器導入・運用の工夫

省エネ・低公害物流機器の導入
(91)
機器の整備・点検(94)

低公害機器の導入

省エネ・低公害型機器の購入(66)

施設設計・レイアウト

省エネ空調・照明(104)

機器導入・運用の工夫

省エネ・低公害物流機器の導入
(91)
機器の整備・点検(94)

機器導入・運用の工夫

省エネ・低公害物流機器の導入
(91)
機器の整備・点検(94)

低公害機器の導入

省エネ・低公害型機器の購入(66)

低公害機器の導入

省エネ・低公害型機器の購入(66)

施設設計・レイアウト

省エネ空調・照明(104)
施設設計・レイアウト

省エネ空調・照明(104)

物量の平準化

入出庫量・保管量の安定化(106)
荷役・保管・流通加工の平準化
(107)

ムダのない保管容積設計(95)
庫内レイアウトの設計(97)
人/機械荷役区分の設定(99)
ポストパレット利用による保管効
率向上 (105)

施設設計・レイアウト

保管施設の共同化(46)

物量の平準化

入出庫量・保管量の安定化(106)
荷役・保管・流通加工の平準化
(107)

物量の平準化

入出庫量・保管量の安定化(106)
荷役・保管・流通加工の平準化
(107)

ムダのない保管容積設計(95)
庫内レイアウトの設計(97)
人/機械荷役区分の設定(99)
ポストパレット利用による保管効
率向上 (105)

施設設計・レイアウト

ムダのない保管容積設計(95)
庫内レイアウトの設計(97)
人/機械荷役区分の設定(99)
ポストパレット利用による保管効
率向上 (105)

施設設計・レイアウト

保管施設の共同化(46)
※取組名の後の（）内

　　チェック項目のID番号
は

サイズを考慮したサイズを考慮した

製品開発製品開発

量
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図表５－４（１）包装資材に関する各種取組と包装資材使用量算定式の関係 

(  

 環境意識の向上(1-17)

＝ 包装資材使用量

強度の変更

包装資材の削減（20）

強度の変更

包装資材の削減（20）

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

過剰包装廃止（47）
包装資材の薄肉化・軽量化（48）
小箱包装廃止（49）
包装資材の省略（50）
製品の包装無し（52）
未使用時の減容化（53）

包装資材の廃止・スリム化

過剰包装廃止（47）
包装資材の薄肉化・軽量化（48）
小箱包装廃止（49）
包装資材の省略（50）
製品の包装無し（52）
未使用時の減容化（53）

包装資材の廃止・スリム化

再使用等を考慮した素材への変
更（60）

環境負荷の低い素材を使用

再使用等を考慮した素材への変
更（60）

環境負荷の低い素材を使用

輸送情報を包装資材へ直接印
字（109）
標準輸送ラベルの使用（110）

資材削減・変更

輸送情報を包装資材へ直接印
字（109）
標準輸送ラベルの使用（110）

資材削減・変更

材質の変更（24）

リユース可能な包装資材の使用
（55）
包装資材の強度向上（56）
使用済み包装資材の返還（57）

リユース・リサイクル

リユース可能な包装資材の使用
（55）
包装資材の強度向上（56）
使用済み包装資材の返還（57）

リユース・リサイクル

リユース・リサイクル

業界全体でリユース・リサイクル
をシステム化（54）
使用済みダンボールの再利用
（59）

再生素材の使用（61）
ダイオキシンを発生しない素材の
使用（62）
生分解性プラスチック素材の使用
（63）

環境負荷の低い素材を使用

使い捨て包装資材使用量 再使用可能な包装資材購入量＋

保管形態の変更（98）

施設設計・レイアウト

保管形態の変更（98）

施設設計・レイアウト

※取組名の後の（）内はチェック項目のID番号

包装資材全体に関わる取組の削減効果を算定する場合)
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図表５－４（２） 包装資材に関する各種取組と包装資材使用量算定式の関係 

（代替可能な特定種類の包装資材に関わる取組の削減効果を算定する場合） 

 

×　（１　－

環境意識の向上(1-17)

＝ 包装資材使用量

強度の変更

包装資材の削減（20）

強度の変更

包装資材の削減（20）

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

製品個装の軽量化（23）

重量の変更

過剰包装廃止（47）
包装資材の薄肉化・軽量化（48）
小箱包装廃止（49）
包装資材の省略（50）
製品の包装無し（52）
未使用時の減容化（53）

包装資材の廃止・スリム化

過剰包装廃止（47）
包装資材の薄肉化・軽量化（48）
小箱包装廃止（49）
包装資材の省略（50）
製品の包装無し（52）
未使用時の減容化（53）

包装資材の廃止・スリム化

再使用等を考慮した素材への変
更（60）

環境負荷の低い素材を使用

再使用等を考慮した素材への変
更（60）

環境負荷の低い素材を使用

輸送情報を包装資材へ直接印
字（109）
標準輸送ラベルの使用（110）

資材削減・変更

輸送情報を包装資材へ直接印
字（109）
標準輸送ラベルの使用（110）

資材削減・変更

材質の変更（24）

リユース可能な包装資材の使用
（55）
包装資材の強度向上（56）
使用済み包装資材の返還（57）

リユース・リサイクル

リユース可能な包装資材の使用
（55）
包装資材の強度向上（56）
使用済み包装資材の返還（57）

リユース・リサイクル

リユース・リサイクル

業界全体でリユース・リサイクル
をシステム化（54）
使用済みダンボールの再利用
（59）

再生素材の使用（61）
ダイオキシンを発生しない素材の
使用（62）
生分解性プラスチック素材の使用
（63）

環境負荷の低い素材を使用

再使用率包装資材総使用量 ） 再使用可能な包装資材購入量＋

保管形態の変更（98）

施設設計・レイアウト

保管形態の変更（98）

施設設計・レイアウト

※取組名の後の（）内はチェック項目のID番号
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図表５－５ 包装資材に関する各種取組と包装資材廃棄量算定式の関係 

 
環境意識の向上(1-17)

（１　－　　　　　 　　　　　　　　　　）　　＝廃棄物発生量 廃棄量再資源化率×

の変更

資材の削減（20）

の変更

資材の削減（20）

個装の軽量化（23）

の変更

個装の軽量化（23）

の変更

包装廃止（47）
資材の薄肉化・軽量化（48）
包装廃止（49）
資材の省略（50）
物となる包装資材の省略

の包装無し（52）

資材の廃止・スリム化

包装廃止（47）
資材の薄肉化・軽量化（48）
包装廃止（49）
資材の省略（50）
物となる包装資材の省略

の包装無し（52）

資材の廃止・スリム化
再使用等を考慮した素材への変
更（60）

環境負荷の低い素材を使用

再使用等を考慮した素材への変
更（60）

環境負荷の低い素材を使用

輸送情報を包装資材へ直接印
字（109）
標準輸送ラベルの使用（110）

資材削減・変更

輸送情報を包装資材へ直接印
字（109）
標準輸送ラベルの使用（110）

資材削減・変更

の変更（24）

リユース可能な包装資材の使用
（55）
包装資材の強度向上（56）
使用済み包装資材の返還（57）

リユース・リサイクル

リユース・リサイクル

業界全体でリユース・リサイクル
をシステム化（54）
使用済みダンボールの再利用
（59）

再使用等を考慮した素材への変
更（60）
再生素材の使用（61）
ダイオキシンを発生しない素材の
使用（62）
生分解性プラスチック素材の使用
（63）
取引先での廃棄を考慮した素材
の検討（65）

環境負荷の低い素材を使用

保管形態の変更（98）

施設設計・レイアウト

保管形態の変更（98）

施設設計・レイアウト

リサイクル可能な包装資材の使用
（58）

リユース・リサイクル

リサイクル可能な包装資材の使用
（58）

リユース・リサイクル

複合素材使用の包装資材の使用廃
止（64）

環境負荷の低い素材を使用

複合素材使用の包装資材の使用廃
止（64）

環境負荷の低い素材を使用

※取組名の後の（）内はチェック項目のID番号

材質

包装包装

過剰
包装
小箱
包装
廃棄
(51)
製品

過剰
包装
小箱
包装
廃棄
(51)
製品

重量重量

製品製品

包装包装

強度強度
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5.2 環境負荷削減量の算定方法 

 

輸配送における CO2排出削減量の算定方法 

影響する取組の削減効果を算定する場合 

削減量 ＝ 今年度の燃料使用量 ×（
昨年度の燃費

今年度の燃費  － １） 

排出削減量 ＝ ∑ ×
燃料種類

排出係数燃料使用削減量 )CO( 2
※ 

る取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

ロープ、パトロール、啓発活動）を実施している。(81) 

ルギー自動車等を導入している。(86) 
                 燃料の種類（軽油、ＣＧＮ、ＬＰＧ等）ごとに、燃料使用削減量×CO2 排出係数

を求め、それらを合算することを表しています（以下同様）。 

総走行距離に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

燃料使用削減量 ＝ 今年度の燃料使用量 ×（ －１
今年度の総走行距離

物流量補正係数昨年度の総走行距離 × ） 

排出削減量 ＝ ∑ ×
燃料種類

排出係数燃料使用削減量 )CO( 2
 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・他企業と積み合わせ輸配送を実施している。(45) 

燃料使用量 CO
2
排出係数

×
CO
2
排出量

＝

１ / 燃費 総走行距離
×

輸送量
（トンキロ）

×
燃料使用原単位

燃費に影響する取組の実施によるCO
2
排

出削減量を算定する
① 燃費に影響する取組の実施によるCO

2
排

出削減量を算定する
①

総走行距離に影響する取組の実施による
CO
2
排出削減量を算定する

② 総走行距離に影響する取組の実施による
CO
2
排出削減量を算定する

②

CO2排出係数に影響する取組の実施によ
るCO2排出削減量を算定する

③ CO2排出係数に影響する取組の実施によ
るCO2排出削減量を算定する

③

燃料使用量に影響する取組の実施による
CO
2
排出削減量を算定する

④ 燃料使用量に影響する取組の実施による
CO
2
排出削減量を算定する

④

燃料使用原単位に影響する取組の実施に
よるCO

2
排出削減量を算定する

⑤ 燃料使用原単位に影響する取組の実施に
よるCO

2
排出削減量を算定する

⑤

輸送量に影響する取組の実施によるCO
2

排出削減量を算定する
⑥ 輸送量に影響する取組の実施によるCO

2

排出削減量を算定する
⑥

×
類

排出係数燃料使用削減量 )CO( 2

CO2

・毎日の輸配送計画に基づいて最適輸配送ルートを選択している。(70) 

・トラックの大型化・トレーラー化により、便数を削減している。(77) 

 

 

①燃費に

◆算定式 

燃料使用

CO

◆対応す

・車両の整備・点検を行っている。(79) 

・アイドリングストップ（キー抜き

・低公害車・クリーンエネ
※   

 

燃料

2

②

∑
種



 

 

③CO2排出係数に影響する取組の削減効果を算定する場合 

 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

CO2排出削減量＝ {(昨年度の燃料使用量 × 物流量補正係数 × 昨年度の CO2排出係数) 

－（今年度の燃料使用量 × 今年度の CO2排出係数）} 

 

のみ

◆算定式

∑
燃料種類

※燃料種類は、取組により変化したもの

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・低公害車・クリーンエネルギー自動車等を導入している。(86) 

燃料使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

燃料使用削減量 ＝ 昨年度の燃料使用量 × 物流量補正係数 － 今年度の燃料使用量 

CO2排出削減量 ＝ ∑ ×
燃料種類

排出係数燃料使用削減量 )CO( 2
 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・毎日の輸配送計画に基づいて最適輸配送ルートを選択している。(70) 

・トラックの大型化・トレーラー化により、便数を削減している。(77) 

・車両の整備・点検を行っている。(79) 

燃料使用原単位に影響する取組の削減効果を算定する場合 

 

 

④

 

 

 

⑤

◆算定式 

燃料使用削減量 ＝ 今年度の燃料使用量 ×（今年度の

位昨年度の燃料使用原単

位燃料使用原単

燃料種類

係数)

 － １） 

CO 排出削減量 ＝  2 ∑ × 排出燃料使用削減量 CO( 2

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・車両の整備・点検を行っている。(79) 

ール、啓発活動）を実施している。(81) 

を導入している。(86) 

・アイドリングストップ（キー抜きロープ、パトロ

・低公害車・クリーンエネルギー自動車等

 

 

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

燃料使用削減量＝(昨年度の輸配送量×物流量補正係数－今年度の輸配送量)×今年度の燃料使用原

CO 排出削減量 ＝  

⑥輸配 ）に影響する取組の削減効果を算定する場合 送量（トンキロメートル

単位 

 

2 ∑ × 排出燃料使用削減量 CO( 2

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・製品や製品個装（びん、チューブなど）を軽量化している。(23) 

 

減している。(77) 

・他企業と積み合わせ輸配送を実施している。(45)

・トラックの大型化・トレーラー化により、便数を削

燃料種類

係数)
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物流拠点における CO 排出削減量の2 算定方法 

 

① に影響する取組の削減効果を算定する場合 

～55 頁参照) 

電気使用削減量 ＝ 今年度の電気使用量 ×（

使用面積 面積当たり
電気使用量×

使用面積に影響する取組の実施による
CO2排出削減量を算定する

① 使用面積に影響する取組の実施による
CO2排出削減量を算定する

①

実施実施

電気使用量 CO2排出係数CO2排出量 ×＝

 

 

使用面積

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁

今
） 

CO2排出削減量 ＝ 電気使用削減量 × CO2排出係数 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・ユニットロード（サイズ）を考慮して、製品を開発している。(22) 

・物流拠点を他社と共同で利用している。(46) 

・荷役・保管・流通加工作業を平準化している。(107) 

－１
年度の使用面積

物流量補正係数昨年度の使用面積 ×

 

 

②面積当たり電気使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

用削減量 ＝ 今年度の電気使用量 ×（電気使

CO2排出削減量 ＝ 電気

・省エネ型、低公害型の包装用機器を導入している

・省エネ型物流機器、低公害型物流機器を導入している。(91) 

・空調や照明に省エネ機器を導入している。(104) 

－１
気使用量今年度の面積あたり電

気使用量昨年度の面積あたり電 ） 

使用削減量 × CO2排出係数 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

。(66) 

 

 

 

物流量 物流量当たり
電気使用量×

CO 排出削減量を算定するCO 排出削減量を算定する

面積当たり電気使用量に影響する取組の
によるCO

2
排出削減量を算定する

② 面積当たり電気使用量に影響する取組の
によるCO

2
排出削減量を算定する

②

物流量当たり電気使用量に影響する取組
の実施によるCO2排出削減量を算定する

④ 物流量当たり電気使用量に影響する取組
の実施によるCO2排出削減量を算定する

④

電気使用量に影響する取組の実施による

2

③ 電気使用量に影響する取組の実施による

2

③

物流量に影響する取組の実施によるCO
2

排出削減量を算定する
⑤ 物流量に影響する取組の実施によるCO

2

排出削減量を算定する
⑤

(kg)
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③電気使用量に影響する

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

削減量 ＝ 昨年度の電気使用量 × 物流量補正係数 － 今年度の電気使用量 

 

取組の削減効果を算定する場合 

電気使用

CO2排出削減量 ＝ 電気使用削減量 × CO2排出係数 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・ユニットロード（サイズ）を考慮して、製品を開発している。(22) 

・物流拠点を他社と共同で利用している。(46) 

・省エネ型、低公害型の包装用機器を導入している。(66) 

物流量当たり電気使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 

電気使用削減量 ＝ 今年度の電気使用量 ×（ －１
電気使用量今年度の物流量あたり

電気使用量昨年度の物流量あたり ） 

CO2排出削減量 ＝ 電気使用削減量 × CO2排出係数 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・物流拠点を他社と共同で利用している。(46) 

・省エネ型物流機器、低公害型物流機器を導入している。(91) 

・空調や照明に省エネ機器を導入している。(104) 

 

 

④

 

物流量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

度の物流量） 

物流量当たり電気使用量 

係数 

 

⑤

電気使用削減量＝（昨年度の物流量×物流量補正係数－今年

× 今年度の

CO2排出削減量 ＝ 電気使用削減量 × CO2排出

・ユニットロード（サイズ）を考慮して、製品を開発

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

している。(22) 
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包装資材削減量の算定方法 

 

①包装資材の再使用率に影響する取組の削減効果を算定する場合 

) 

包装資材削減量 ＝ 今年度の包装資材総使用量 × （今年度の再使用率 － 昨年度の再使用率） 

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照

ここで、再使用率 ＝  

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・リユース可能な包装資材を使用している。(55) 

・使用済みﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙでパッキンを製造し、緩衝材として再利用（用途を変

包装資材総使用量

の総使用量再使用可能な包装資材

えて利用）している。(59)

 

②包装資材の総使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

包装資材削減量 ＝（昨年度の包装資材総使用量×物流量補正係数－今年度の包装資材総使用量） 

×（１ － 今年度の再使用率） 

再使用率 ＝ 

◆算定式

ここで、
包装資材総使用量

の総使用量再使用可能な包装資材  

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・過剰包装を廃止している。(47) 

・輸配送情報を(ラベルを使用せずに)包装資材に直接印字している。(109) 

 

③使い捨て包装資材の使用量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

◆算定式 (物流量補正係数については、54 頁～55 頁参照) 

包装資材削減量＝昨年度の使い捨て包装資材の使用量×物流量補正係数 

－今年度の使い捨て包装資材の使用量 

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・製品や製品個装（びん、チューブなど）を軽量化している。(23) 

・リユース可能な包装資材を使用している。(55) 

 

包装資材
総使用量

再使用可能な
包装資材の
総使用量

－

包装資材
総使用量

包装資材の再使用率に影響する取組の
実施による削減効果を算定する

① 包装資材の再使用率に影響する取組の
実施による削減効果を算定する

①

× １
再使用率

－

使い捨て
包装資材
購入量

期初の在庫量 期末の在庫量＋ －

包装資材 包装資材使用量 ＋＝

使い捨て

使用量

再使用可能な

購入量

変形

包装資材総使用量に影響する取組の実
施による削減効果を算定する

② 包装資材総使用量に影響する取組の実
施による削減効果を算定する

②

包装資材

使い捨て包装資材の使用量に影響する取
組の実施による削減効果を算定する

③ 使い捨て包装資材の使用量に影響する取
組の実施による削減効果を算定する

③
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包装資材廃棄物削減量の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

包装資材
廃棄量 ＝

廃棄物
発生量 再資源化量－

廃棄物
発生量 × １ 再資源化率－

包装資材の再資源化率に影響する取組
の実施による削減効果を算定する

① 包装資材の再資源化率に影響する取組
の実施による削減効果を算定する

①

変形

廃棄物発生量に影響する取組の実施によ
る削減効果を算定する

② 廃棄物発生量に影響する取組の実施によ
る削減効果を算定する

②

 

①包装資材の再資源化率に影響する取組の削減効果を算定する場合

◆算定式 

廃棄物削減量 ＝ 今年度の廃棄物発生量 ×（今年度の再資源化率－ 昨年度の再資源化率） 

ここで、再資源化率 ＝

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

・運搬容器やパレットのリユースやリサイクルについて、全社、業界全体でｼｽﾃﾑ化している。(54)

・使用済みﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙでパッキンを製造し、緩衝材として再利用（用途を変えて利用）している。(59)

・リサイクル可能な包装資材を使用している。(58) 

廃棄物発生量

再資源化量  

 

 

②

◆算定式 (物流量補正係数

年度の廃棄物発生量 × 物流量補正係数 － 今年度の廃棄物発生量 

廃棄物削減量 ＝ 廃棄物発生削減量 × （１ － 今年度の再資源化率） 

包装資材の廃棄物発生量に影響する取組の削減効果を算定する場合 

については、54 頁～55 頁参照) 

廃棄物発生削減量 ＝ 昨

ここで、再資源化率 ＝ 
廃棄物発生

再資源化量  

◆対応する取組例 （）内はﾁｪｯｸ項目の ID 番号 

量

・製品や製品個装（びん、チューブなど）を軽量化している。(23) 

・過剰包装を廃止している。(47) 
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物流量補正係数について 

 

ここで取り上げている環境負荷削減量は、環境負荷を低減させるための活動（環境調和型

ロジスティクスの取組）による結果と、その取組がなかった仮想的な場合の結果とを比較し

て、そ 削減活

動を実 ためで

す。 

よっ する

ことが して重

量（ト いるこ

とも可 ない場

合には、

 

物流量補正係数 ＝ 今年度の想定物流量（トン）* ／ 昨年度の物流量（トン） 

*物流量（トン）に影響を及ぼす取組がなかった場合の物流量 

 

 

 

物流量補正係数を用いた燃料使用削減量の算定例 

製品輸配送の条件は以下のとおりです。昨年度と今年度は同じで、走行距離が 500km、使用す

るトラックは 10t 車、燃費は 5km/㍑、積載率は 100％と想定します。 

送条件） 

積載率 

の差分を削減量として算定しています。これは、環境負荷を低減させるための

施したとしても、物流量が増加した場合、その効果が数値として表れてこない

て、物流量の増減を変化率として表現し、これを用いて、昨年度の実績値を補正

必要となります。この係数を物流量補正係数と呼んでいます。また、物流量と

ン）以外の指標（例えば容積(m3)等）を採用している場合には、その指標を用

能です。環境負荷を低減させるための活動に、物流量を削減する取組が含まれ

想定物流量を実績物流量としてください。 

 

 

 

 

 

ここでは、『製品の軽量化』の取組を例にあげて説明します。 

 

●製品輸配送の条件（昨年度の輸配送条件＝今年度の輸配

 走行距離 トラック 燃費 

昨年度 

 

ここで、『製品の軽量化』の取組

500km 10t 車 5km/㍑ 100％ 

今年度 500km 10t 車 5km/㍑ 100％ 

の結果、製品の単位重量は、昨年度の 1.1t/個から、今年度

の 1.0t/個に削減されたと想定します。 

ここで、輸配送する荷物数を、昨年度が 100 個、今年度が 200 個と想定した場合、昨年度の物

流量は 110t となります。一方、今年度、取組がされなかったことを想定した場合、今年度の想

定物流量は 220t となります。このときの物流量補正係数は、2.0 となります。 
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●製品の単位重量、輸配送する荷物数、物流量 

 単位重量 荷物数 物流量 

昨年度 1.1t/個 100 個 1.1t/個×100 個＝110t 

今年度 1.0t/個 200 個 1.0t/個×200 個＝200t 

今年度(想定) 1.1t/個 200 個 1.1t/個×200 個＝220t 

 

●物流量補正係数 

物流量補正係数 220t ÷ 110t  ＝ 2.0 

 

また、上記の条件のもとで輸配送する場合、輸配送回数は、それぞれ 11 回、22 回となり、燃

料使用量は、それぞれ 1,100 ㍑、2,200 ㍑となります。 

 

●製品の輸配送回数と燃料使用量 

 輸配送回数 燃料使用量 

昨年度 110t÷10t 車＝11 回 500km÷5km/㍑×11 回 ＝ 1,100 ㍑ 

今年度 200t÷10t 車＝20 回 500km÷5km/㍑×20 回 ＝ 2,000 ㍑ 

今年度(想定) 220t÷10t 車＝22 回 500km÷5km/㍑×22 回 ＝ 2,200 ㍑ 

 

これより、燃料使用削減量を計算すると、200 ㍑となります。 

 

●燃料使用削減量 

燃料使用削減量 1,100 ㍑ × 2.0 － 2,000 ㍑ ＝ 200 ㍑ 
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（ ）環境効率化指標 

 

１）環境効率化指標の考 方法 

環 総量は企業 模が拡大 増大し、 格を持っ

てい 環境負荷総 への影 きさを見 、それだ

けを マン 価する 般的に、 れている

ということになりかねず、企業活動の制約につながる恐れがあります。 

負荷の面から見た企業活動の効率性を表わす環境パフォーマンス指標

とし 関する指標と経営規模 た比率が考案され

います。 

率

。 

 

サービス価値 ＝ 経営指標等 ／ 環境負荷総量 

②単位製品・サービス価値当たりの環境負荷 ＝ 環境負荷総量 ／ 経営指標等 

 

両者は逆数の関係にあり、①は一般的に『環境効率』と呼ばれ、②は『環境効率性指

標』と呼ばれています。そこで、2003 年度調査では、環境負荷総量と経営規模に関する

指標（売上高、物流量等）との関係を表す指標を『環境効率化指標』と呼んでいます。 

環境効率化指標は、環境負荷総量、削減量と並び、各社の環境への取組を進めるに当

たっての目標となる管理指標として活用できます。 

 

２）環境効率化指標の設定方法 

売上高と環境負荷量との関係は、業種や製品によって大きく異なり、全社の売上高を

用いると各事業分野の業績によって変動しやすいため、全社単位ではなく、事業所単位

で指標化して把握する方法も考えられます。また、環境効率化指標は、各企業の活動実

態や経営方針により適切な経営指標が異なることから、いくつかの指標を併用すること

も考えられます。 

ロジスティクス活動に伴う環境効率化指標としては、全ての企業活動を含む売上高だ

けでなく、ロジスティクス活動の規模を反映する物流量等の指標を用いて、CO2排出量／

物流量（トン）等もあわせて用いることが望ましいと考えられます。 

 

 

参考１

え方と活用

境負荷 活動の規 すれば 縮小すれば減少する性

ます。 量は、環境 響の大 るうえでは重要ですが

環境パフォー スとして評 と、一 規模が小さいほうが優

このため、環境

て、環境負荷に に関する指標とを結びつけ

て

環境省「環境パフォーマンス指標ガイドライン（2002 年度版）」によれば、環境効

性を表す指標は、大きく次の２種類に分類できます

①単位環境負荷当たりの製品・
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環境効率化指標の例 

 

分野 環境効率化指標 備考 

輸配

 

・CO2排出量 ／ 輸配送量（トンキロ） 

・CO2排出量 ／ 生産量 

は荷主及び物

 

送 ・燃料使用量 ／ 物流量（トン） 

・燃料使用量 ／ 輸配送量（トンキロ）

・燃料使用量 ／ 売上高 

・燃料使用量 ／ 出荷額 

・これらの逆数を取ることもで

きます。 

・出荷額及び生産量は荷主向け

であり、その他

・燃料使用量 ／ 生産量 

・CO2排出量 ／ 物流量（トン） 

流事業者のいずれも用いるこ

とが可能。 

・CO2排出量 ／ 売上高 

・CO2排出量 ／ 出荷額 

 

 

物流

・電気・燃料使用量 ／ 物流量（トン）

もで

きます。 

拠点 ・電気・燃料使用量 ／ 使用面積（m2） ・これらの逆数を取ること

・CO2排出量 ／ 使用面積（m
2） 

・CO2排出量 ／ 物流量（トン） 

 

・荷主及び物流事業者のいずれ

も用いることができます。 

包装

・再使用率 

も用いることができます。 

資材の使用 ・包装資材使用量 ／ 物流量（トン） 

・物流量（トン）／ 包装資材使用量 

・荷主及び物流事業者のいずれ

 

包装資材の廃棄 ・包装資材廃棄量 ／ 物流量（トン） 

・物流量（トン） ／ 包装資材廃棄量 

・再資源化率 

・荷主及び物流事業者のいずれ

も用いることができます。 
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（参考２）環境統合化指標 

企業活 う環境負荷には C 、騒音・振動等、様 種類があり、

それ 地球温暖化 響を与え

を把 するためには、 と すが、複数の指標

として定量化されたま あった時に、全

減対策を打つ時にどれ う判断ができませ

負荷指標を統合化する 。 

 

環境統合化指標とは 動等、様々な環境負荷を統合化さ

せて単一の値として評 フサイクルアセスメント（LCA）の評価プロセス

の一つとして発展して 事例は多くみられます。 

手順は、次に示すよ 量化（投入・排出量の集計）、②環境負荷のカテ

ゴリー分け・特性化、③重み付けによる統合化と、段階的に統合化を行うのが一般的となっ

てい

 

 

え方 

 

①環境負荷の定量化（投入・排出の集計） 

②環境負荷のカテゴリー分け・特性化 

③重み付けによる統合化 

 

 

 

動に伴 O2の排出、NOx の排出 々な

ぞれが 、地域の大気汚染等に様々な影 ています。環境負荷の全体像

が必要で握 これらの環境負荷を個別に定量化するこ

までは、指標間で増減が 体として改善されたのか、削

ん。このため、異なる環境から優先するべきかとい

ことが求められています

、CO2の排出、NOx の排出、騒音・振

価する方法です。ライ

きており、LCA での研究

うに、①環境負荷の定

ます。 

環境統合化指標の考

C02

SOx

×100

環境 荷の定量化
統合評価対象への統合化
（カテゴリー分け・特性化）

け・統合化

地球温暖化

オゾン層破壊

酸性雨

・・・

指標値

NOx

CH4

HFCs

・・・

×2.5

×10

負 重み付
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環境統合化指標の代表的手法 

 

 エコポイント(97) 
エコインディケー

ター(99) 
EPS(2000) ELP 

の手法の改良版 Goedkoop ら 連盟 研究室） 

統合評価思想 ボトムアップ 

環境目標の達成度 

トップダウン 

保護対象へのダメ

ボトムアップ 

環境負荷の回避コ

トップダウン 

環境イメージ 

ージ量 スト 

統合に用いる環境 NOx、SOx、HC、フ 鉱物と化石燃料

開発者 スイスの Ahbe ら オ ラ ン ダ の スウェーデン工業 早稲田大学（永田

負荷 ロン、CO2、廃棄物 

の

採掘、土地利用、

虫剤、CO 等 

NOx、SOx、CO2、廃

棄物 等 

各種原材料、CO2、

SOx、NOx、廃棄物、

等 NOx、SOx、NH3、殺

2

BOD 等 

統合評価対象 環境負荷そのもの ダメージカテゴリ

ー（人間健康、生

環境負荷そのもの 環境のカテゴリー

態健全、資源） 渇、地球温暖化、

性雨、資源の消費、

（エネルギー枯

オゾン層破壊、酸

大気汚染、海洋・

水質汚染、廃棄物

処理問題、生態系

への影響） 

環境負荷の統合評

価対象への統合化

手法 

１．資源分析、土

カテゴリー内の基

準化は、日本の年

間総排出量によ

る。また、カテゴ

リー内の重み付け

には、基準値比較

法（環境規制等の

目標値との比較）

を利用。 

－ 

地利用分析、運命

分析 

（例：温室効果ガ

スの濃度の導出）

２．暴露分析と影

響分析 

（例：気候変動（疾

病と強制移動）の

導出） 

３．ダメージ分析

－ 

一国の実際の排出

量と排出許容量の

比によりエコファ

クターを設定し、

エコファクターに

パネル法（アンケ

ートによる重み付

け） 

影響範囲、影響の

頻度・強度、持続

性、寄与度、回避

コスト（環境負荷

の回避に払う意志

３ステップで統合

統合評価対象の統

合化手法 

より重み付け（基

準値比較法） 

のある対策費用ま

たは保証費用）を

の

LI）を求

める（費用換算

法）。 

パネル法（アンケ

ートによる重み付

け） 

乗じて環境負荷

原単位（E
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